






















軍
用
地
等
に
お
け
る
賃
貸
料
の
算
定
方
法

を
め
ぐ
る
課
題
に
つ
い
て

（
株
）
鑑
定
ソ
リ
ュ
ー
ト
沖
縄

不
動
産
鑑
定
士

玉
那
覇
兼
雄
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Ⅰ
沖
縄
の
軍
用
地
使
用
と
地
料
算
定
の
歴
史
的
経
緯

1.
復
帰
前
の
軍
用
地
使
用

⑴
１
９
４
５
年
～
１
９
５
２
年

ハ
ー
グ
陸
軍
法
規
（
戦
時
国
際
法
）

⑵
１
９
５
２
年
１
１
月

土
地
使
用
に
関
す
る
布
令
９
１
号

地
料
が
安
く
、
２
０
年
と
長
期
、
反
対
⇒
不
法
占
拠

⑶
１
９
５
３
年
４
月

民
政
府
布
令
１
０
９
号
（
土
地
収
用
令
）

⑷
１
９
５
４
年
３
月

オ
グ
デ
ン
副
長
官
に
よ
る
一
括
払
い
方
針

琉
球
政
府
の

4原
則
決
議
⇐
オ
グ
デ
ン
否
定

⑸
１
９
５
６
年
６
月

プ
ラ
イ
ス
勧
告
「
一
括
払
い
方
針
と
新
規

接
収
」

⇒
島
ぐ
る
み
闘
争
へ
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３
．
島
ぐ
る
み
闘
争
（
参
考
）

決
意
書

琉
球
住
民
は
プ
ラ
イ
ス
勧
告
に
よ
る
一
括
払
い
並
び
に
新
規
接
収
に
対
し
て
は
絶
対
に
承
服
で
き
な
い
。
・
・
・
・
・
・

一
わ
れ
わ
れ
は
個
々
の
利
害
を
超
越
し
、
民
族
的
意
識
に
た
っ
て
土
地
を
守
り
領
土
権
を
守
る
と
い
う
正
義
に
た
つ
と
の

確
信
を
も
っ
て
、
何
も
の
も
恐
れ
ず
勇
敢
に
進
む
。

一
わ
れ
わ
れ
は
組
織
的
団
結
を
も
っ
て
秩
序
あ
る
行
動
を
す
る
と
と
も
に
、
落
ご
者
の
汚
名
を
着
る
も
の
の
絶
無
を
期
す
。

一
わ
れ
わ
れ
は
民
族
を
守
る
固
い
決
意
で
、
世
界
の
人
が
是
認
す
る
で
あ
ろ
う
正
義
を
武
器
と
し
て
一
切
の
暴
力
的
武
器
を
と
る
こ
と
を

否
定
す
る
。
米
国
が
万
々
一
実
力
を
行
使
す
る
こ
と
が
あ
っ
て
も
、
無
抵
抗
の
抵
抗
を
持
っ
て
力
に
対
処
す
る
。

一
わ
れ
わ
れ
は
米
国
の
方
針
と
闘
っ
て
い
る
の
で
あ
っ
て
、
在
留
個
々
の
米
人
と
争
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
。
個
人
と
し
て
の
米
人
の
人

格
人
権
は
こ
れ
を
十
分
尊
重
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
わ
れ
わ
れ
は
自
主
的
に
治
安
を
維
持
し
、
い
さ
さ
か
も
社
会
を
不
安
に
落
と
し
入
れ
る
こ
と
を
し
て
は
な
ら
ず
、
一
切
の
犯
罪
を
無
く
す

こ
と
に
努
め
る
。

一
わ
れ
わ
れ
は
上
司
た
る
責
任
者
が
欠
け
て
も
、
自
治
行
政
の
機
能
は
停
止
す
る
こ
と
は
な
く
、
必
要
度
に
応
じ
て
行
政
運
営
の
妙
を
発

揮
し
、
住
民
の
自
治
能
力
を
示
す
。

一
わ
れ
わ
れ
は
四
原
則
貫
徹
の
た
め
に
は
困
難
が
伴
う
こ
と
を
覚
悟
す
る
と
と
も
に
、
住
民
の
運
命
を
開
く
“
れ
い
明
”
が
近
い
こ
と
を
確

信
し
て
、
当
面
の
困
難
を
克
服
し
て
い
く
。

（
琉
球
政
府
、
立
法
院
、
市
町
村
長
会
、
軍
用
地
連
合
会
お
よ
び
沖
縄
市
町
村
議
会
議
長
会
の
五
者
協
議
会
）
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２
．
琉
球
政
府
の
要
求

４
原
則

⑴
適
正
補
償
を
要
望
す
る
。

⑵
毎
年
払
い
を
要
望
す
る
。

⑶
新
規
接
収
に
反
対
し
、
未
使
用
地
の
解
放
を
要
求
す
る
。

⑷
損
害
賠
償
の
促
進
と
、
法
規
の
改
廃
を
要
望
す
る
。

補
償
要
綱

⑴
農
地
に
つ
い
て
は
、
推
定
農
業
所
得

⑵
農
地
以
外
の
土
地
は
、
近
傍
類
似
の
実
際
売
買
価
格
の
６
％

⑶
土
地
の
特
殊
事
情
を
考
慮
し
て
補
償
す
る
。
例
え
ば
、
都
市
等
は
地
目
の
如
何
に
か

か
わ
ら
ず
、
使
用
料
は
宅
地
と
し
て
の
期
待
利
益
を
考
慮
し
て
算
定
す
る
。
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２
．
軍
用
地
代
の
推
移

本
土
復
帰
以
降
平
成

17
年
ま
で

0
円
/
1
0
a

5
0
,0
0
0
円
/
1
0
a

1
0
0
,0
0
0
円
/
1
0
a

1
5
0
,0
0
0
円
/
1
0
a

2
0
0
,0
0
0
円
/
1
0
a

2
5
0
,0
0
0
円
/
1
0
a

3
0
0
,0
0
0
円
/
1
0
a

3
5
0
,0
0
0
円
/
1
0
a

Ｓ
4
7

Ｓ
5
2

Ｓ
5
7

Ｓ
6
2

Ｈ
4

Ｈ
9

Ｈ
1
4

年
間
賃
借
料

0
円
/
㎡

1
0
,0
0
0
円
/
㎡

2
0
,0
0
0
円
/
㎡

3
0
,0
0
0
円
/
㎡

4
0
,0
0
0
円
/
㎡

5
0
,0
0
0
円
/
㎡

6
0
,0
0
0
円
/
㎡

7
0
,0
0
0
円
/
㎡

沖
縄
県
地
価
調
査

住
宅
地
平
均
価
格

年
間
賃
借
料
/
施
設
面
積

地
価
調
査
住
宅
地
平
均
価
格
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Ⅱ
沖
縄
の
軍
用
地
取
引
の
実
態

1.
民
間
に
お
け
る
軍
用
地
取
引
の
特
徴

取
引
価
格
＝
年
間
地
代
×
倍
率

元
々
は
倍
率
＝
使
用
期
間

倍
率
の
水
準
が

25
～

35
倍
と
す
る
と
利
回
り
表
示
は
４
％
～

2.
9％
と
な
る
。

上
記
式
は
、
利
回
り

年
間
地
代
＝
取
引
価
格
 
 
 
利
回
り
＝
取
引
価
格

年
間
地
代
又
は
倍
率1
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Ⅲ
軍
用
地
評
価
の
課
題

1.
賃
料
の
種
類

・
土
地
収
用
法
お
よ
び
公
共
用
地
の
取
得
に
伴
う
損
失
補
償
基
準
要
綱
の
趣
旨
か
ら
、

「
正
常
な
地
代
」
す
な
わ
ち
新
規
地
代
で
あ
る
。

・
近
傍
類
似
の
地
代
⇒

主
に
「
継
続
地
代
」
（
新
規
地
代
の
２
分
の
１
か
ら
３
分
の
１
程
度
）

新
規
地
代
（
正
常
地
代
）
＝
当
該
土
地
の
経
済
価
値
に
即
応
す
る
適
正
な
地
代

基
礎
価
格
×
期
待
利
回
り
＋
公
租
公
課
＝
正
常
地
代

継
続
地
代
＝
現
行
契
約
を
前
提
に
支
払
地
代
の
み
を
改
定
す
る
場
合
の
適
正
な
地
代

特
に
直
近
の
合
意
賃
料
が
重
視
さ
れ
る

試
算
例

現
行
地
代
×
物
価
上
昇
率
＝
継
続
地
代

・
一
般
に
、
新
規
地
代
は
土
地
価
格
の
２
～
３
％
、
継
続
地
代
は
土
地
価
格
の
１
％
程
度

・
従
っ
て
、
よ
く
言
わ
れ
る
軍
用
地
料
が
周
辺
地
代
よ
り
も
高
い
と
い
う
指
摘
は
当
た
ら
な
い
。
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３
．
取
引
利
回
り
の
推
移

0.
00

%

1.
00

%

2.
00

%

3.
00

%

4.
00

%

5.
00

% H2
4.
1

H2
5.
1

H2
6.
1

H2
7.
1

H2
8.
1

取
引
利
回
り

(粗
利
回
り
)

取
引
時
点

業
者
事
例
に
係
る
取
引
利
回
り
の
推
移

取
引
事
例

線
形

(取
引
事
例

)

平
均
値

0.
03

25
標
準
偏
差

0.
00

37

沖
縄
県
不
動
産
鑑
定
士
協
会
調
べ

西
普
天
間
地
区
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2.
「
基
地
な
か
り
せ
ば
」
の
条
件
に
つ
い
て

い
っ
た
い
「
基
地
な
か
り
せ
ば
」
と
は
、
ど
う
い
う
想
定
な
の
か
？

現
在
は
基
地
で
は
あ
る
が
、
基
礎
価
格
の
判
定
に
当
た
っ
て
、

①
接
収
時
の
風
景
を
想
定
す
る
。

例
え
ば
、
都
心
部
と
い
え
ど
も
、
昔
な
が
ら
の
田
園
風
景
が
広
が
り
、
宅
地
は
少
な
い
。

⇒
地
目
の
固
定
化

②
こ
れ
か
ら
（
評
価
時
点
で
）
区
画
整
理
事
業
等
の
事
業
が
行
わ
れ
る
で
あ
ろ
う
。

す
べ
て
の
土
地
が
開
発
素
地
と
な
っ
て
、
地
目
別
の
評
価
と
整
合
し
な
く
な
る
。
無
論
、
従
前

地
評
価
は
地
目
別
（
種
別
毎
）
に
行
わ
れ
る
が
、
や
は
り
地
目
の
固
定
化
に
つ
な
が
る
。
ま

た
、
宅
地
以
外
は
減
歩
率
が
大
き
く
な
り
、
不
公
平
感
が
生
じ
る
。

③
基
地
周
辺
の
よ
う
に
発
展
し
、
同
様
の
使
用
方
法
が
と
ら
れ
て
い
た
で
あ
ろ
う
。

周
辺
地
域
と
同
等
の
価
格
判
定
を
す
る
。
い
わ
ゆ
る
「
投
影
方
式
」
で
、
研
究
会
の
提
案
と
な

る
。
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3.
報
告
書
「
新
た
な
算
定
評
価
基
準
に
つ
い
て
の
提
起
」

①
評
価
方
法
は
「
投
影
方
式
」
を
基
本
と
す
る

基
地
周
辺
の
市
街
地
化
状
況
を
分
析
し
、
そ
の
結
果
を
基
地
内
に
反
映
さ
せ
る
。

・
基
地
内
外
の
宅
地
面
積
の
比
率
（
概
略
）

県
全
体

基
地
内
：

5％
基
地
外
：

23
％

北
部
地
区

基
地
内
：

1％
基
地
外

: 
7％

中
部
地
区

基
地
内
：
7％

基
地
外
：
48
％

那
覇
市
内

基
地
内
：
14
％

基
地
外
：
97
％

南
部
地
区

基
地
内
：

1％
基
地
外
：

14
％

②
「
同
一
施
設
同
一
単
価
」
を
基
本
と
す
る

異
な
る
評
価
種
別
ご
と
に
算
出
し
、
こ
れ
を
加
重
平
均
と
す
る
こ
と
で
、
地
主
間
で
公
平
・
公
正
が

保
た
れ
る
。

⇒
地
目
の
固
定
化
が
見
て
取
れ
る
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4.
基
礎
価
格
算
定
の
基
本
的
な
考
え
方

ー
投
影
方
式
の
考
え
方

①
一
般
に
、
都
市
部
に
お
い
て
は
宅
地
の
比
率
が
、
山
村
部
に
お
い
て
は
宅
地
及
び

農
地
の
比
率
が
大
き
く
な
っ
て
い
た
で
あ
ろ
う
と
推
測
す
る
。

②
土
地
の
種
別
は
基
地
内
に
お
い
て
明
確
に
線
引
き
す
る
も
の
で
は
な
く
、
観
念
的
に
、

全
体
の
比
率
と
し
て
そ
れ
ぞ
れ
の
種
別
を
把
握
す
る
も
の
で
あ
る
。

③
通
常
の
都
市
と
し
て
の
発
展
に
見
ら
れ
る
よ
う
に
、
自
然
発
生
的
に
生
活
道
路
等
の
整
備

が
漸
次
な
さ
れ
て
い
っ
た
で
あ
ろ
う
し
、
幹
線
道
路
に
い
た
っ
て
は
、
行
政
に
よ
っ
て
適
正

な
補
償
の
も
と
に
買
収
が
行
な
わ
れ
、
整
備
が
な
さ
れ
た
で
あ
ろ
う
と
推
測
す
る
。

⇒
減
歩
率
等
で
考
慮
す
べ
き

④
取
引
事
例
比
較
法
の
適
用
及
び
地
価
公
示
価
格
等
と
の
規
準
に
お
い
て
、
価
格
形
成
要
因
の
比

較
は
、
本
来
、
不
可
能
で
あ
る
。
投
影
方
式
は
、
基
地
の
周
辺
地
域
の
状
況
を
基
地
内
に
投
影
す

る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
当
該
周
辺
地
域
と
同
等
ま
た
は
標
準
的
な
も
の
と
想
定
し
て
、
比
較
を
行
な

う
。
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5.
賃
料
の
利
回
り
に
つ
い
て

①
基
本
利
回
り
は
、
一
般
の
公
共
用
地
に
適
用
さ
れ
て
い
る
5％
と
し
、
リ
ス
ク
プ

レ
ミ
ア
ム
に
つ
い
て
は
、
そ
の
３
割
す
な
わ
ち
1.
5％
と
す
る
。

②
ロ
ス
ト
・
プ
ロ
フ
ィ
ッ
ト
に
つ
い
て
は
、
沖
縄
県
の
調
査
に
よ
る
基
地
返
還
に
伴

う
生
産
誘
発
効
果
の
増
加
分
が

12
0％
で
あ
る
こ
と
、
沖
縄
県
中
小
企
業
経

営
指
標
全
生
産
売
上
高
経
営
利
益
が
売
上

5,
00

0万
円
以
下
の
場
合
、

6.
4％
で
あ
る
こ
と
を
考
慮
し
、
さ
ら
に
地
主
に
帰
属
す
る
部
分
を
そ
の
半
分
と

し
て
、
3.
5％
の
計
上
を
妥
当
と
認
定
し
た
。

ロ
ス
ト
・
プ
ロ
フ
ィ
ッ
ト
：
逸
失
利
益

③
以
上
か
ら

基
礎
価
格
×
（
5％
＋

1.
5％
）
×
（
10

0％
＋

3.
5％
）
＋
公
租
公
課
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6.
土
壌
汚
染
に
つ
い
て

①
平
成

14
年
の
不
動
産
鑑
定
評
価
基
準
の
改
正

・
土
壌
汚
染
の
有
無
等
に
つ
い
て
の
記
載
義
務

・
汚
染
除
去
に
要
す
る
費
用
の
控
除
（
⇒
価
格
下
落
）

・
原
因
者
負
担

②
公
共
用
地
の
取
得
に
伴
う
損
失
補
償
基
準

・
当
該
事
業
に
よ
っ
て
生
じ
る
価
値
低
下
は
考
慮
し
な
い
。
（
基
地
内
⇒
汚
染
が
あ
っ
て
も
減
価
し
な
い
）

・
基
地
の
外
に
つ
い
て
は
、
不
法
行
為
に
よ
る
損
害
賠
償
（
相
当
因
果
関
係
、
受
忍
限
度
）

③
民
間
取
引
の
場
合

市
場
が
決
定
す
る
⇒

価
値
低
下

④
汚
染
を
除
去
し
た
場
合

基
地
内
外
に
拘
わ
ら
ず
ス
テ
ィ
グ
マ
（
精
神
的
嫌
悪
感
）
の
存
在
⇒

価
値
低
下

特
別
な
基
準
（法
律
）の
制
定
が
俟
た
れ
る
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